




























A next ideal method of development of a Community-based Welfare 




































性を考え数値目標を設定した第 2 期埼玉県地域福祉支援計画が 3 ヵ年計画で策定された。その
後、2012年 3 月、県民一人一人が住み慣れた地域で生き生きと安心して生活できる支え合いの
地域づくりを目指し、「誰もが安心して暮らせる支え合いの埼玉づくり」を基本理念とする第



































































































































































































































2 市のみ。 1 市は、地区社協単位で地域福祉行動計画を策定。もう 1 市は、市内を地域包括支




















































































































































10）「埼玉県市町村地域福祉意見交換会」埼玉県福祉政策課 8 月19日東部中央Ⅱ（10市 3 町）、 8 月22日西
部Ⅱ（ 5 市 9 町 1 村）、 8 月26日東部中央Ⅰ（11市 1 町）、 8 月27日北部・秩父（ 4 市 8 町）、 8 月29日
西部Ⅰ（10市 1 町）
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点施設設置状況、計画事後評価、地域福祉計画と活動計画の協働策定、地区別・地域別地域福祉計画、
計画策定方法、次期計画への意見、大規模団地の現状把握、孤立死防止対策、ネットワーク会議参加状況、
自治会加入率、災害時要援護者名簿の作成と個人情報の扱い、地域福祉総合推進体制の推進、買い物支援、
地域福祉推進の課題］
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クの展開」『コミュニティソーシャルワーク 7 』日本地域福祉研究所，52―53.
13）大橋謙策（1999）「地域福祉計画のあり方と策定方法」『地域福祉論』放送大学教育振興会，194.『NHK
テキスト社会福祉セミナー 8 −11月』（2012），49.
14）大田勝信（2005）「事例住民が主体的に参画し策定した11地区の地域福祉活動計画（宮崎県都城市）」『新
版・社会福祉学習双書地域福祉論』全国社会福祉協議会，156―160.
15）佐藤陽（2011）「求められる地域福祉実践のあり方について」『埼玉県福祉でまちづくり研究会報告書
Ⅲ』，123―127．全社協は、住民の地域福祉活動の組織（地区社協、自治会福祉部、福祉協力員等）を「地
域福祉推進基礎組織」としている。
16）豊中市社会福祉協議会（2012）『セーフティネット〜コミュニティソーシャルワーカーの現場』筒井
書房
17）土屋幸己（2009）「地域包括ケアシステムにおける課題発見・抽出機能と課題解決機能の構築」『コミュ
ニティソーシャルワーク 4 』日本地域福祉研究所，47―53.
18）埼玉県（2005）『みんなで創ろう！　福祉のかたち〜地域福祉総合支援体制に関する報告〜』、埼玉県
（2006）『人が彩る!福祉のかたち〜地域福祉総合支援体制を支える人材育成に関する提言〜』
19）新座市（2007）新座市地域福祉計画・新座市社会福祉協議会地域福祉活動計画、川越市（2011）第二
次川越市地域福祉計画、第三次川越市社会福祉協議会地域福祉活動計画、東村山市（2012）第 4 次地域
福祉活動計画
20）（5）前掲書，55．（15）前掲著，126．
埼玉県における地域福祉支援計画の今後のあり方について 41
21）平成21年度からモデル事業として実施されてきた「安心生活創造事業」が再編され、平成25年度新規
事業。住民参加による地域づくりを通じて、誰もが安心して生活できる地域基盤づくりを構築していく
ことを目的とする事業である。
22）湯川智美（2013）「地域で活躍する社会福祉法人」『月間福祉10』全国社会福祉協議会，11.
23）神奈川県社会福祉協議会かながわライフサポート事業推進小委員会（2013）「生活困窮者支援のため
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